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１．はじめに 

古川(全長約 4.5km，流域面積約 10 km2)は，南

高梅の生産地として有名なみなべ町を流れてお

り，南部川の支流である．下流の河口付近にある

古川橋が環境基準点(環境基準 B類型)に指定され

ており，水質は BOD（生物化学的酸素要求量）に

よる環境基準(３ mg/L)をほとんど達成できてい

なかった． 

水質の改善に向けて，平成 21～23 年度に当セ

ンターにおいて、古川流域の発生負荷量調査と古

川の汚濁負荷量調査 1)（以下、前回調査とする．）

を行い，その結果を元に負荷発生要因者に対して

行政指導が行われてきた． 

しかし，BODの環境基準超過がたびたび発生し，

あらたな行政施策を検討する必要性がでてきたた

め今回調査を行い,前回の調査結果と比較するこ

とで流域の水質について評価したので報告する.  

なお,この評価結果については水質汚濁防止法

所管行政部局と共有し今後の施策に活用する. 

２．調査内容及び結果と考察 

１）発生負荷量調査 

発生負荷量調査は，発生源別に自然系，生活系，

産業系の３つに分けて行った． 

発生負荷量調査で使用している数値及び施設

状況等は平成 31 年２月末時点とした．自然系，

生活系の負荷量原単位２）及び産業系の排出水質

は，流域の生活状況や産業状況に大きな変化がな

いことから前回調査と同じ水質とした． 

 各排出源別の負荷量の計算方法は表１のとおり． 

(1) 自然系 

 古川流域面積は 10 km2,負荷量原単位は 0.75 

kg/日･km2であり,発生負荷量を求めたところ，自

然系の発生負荷量は 7.5 kg/日であった． 

(2) 生活系 

流域では公共下水道の整備が進んでおり，生活

排水の処理形態別の人口内訳は公共下水道が 84 %，

合併浄化槽が３ %，単独浄化槽が７ %，くみとり

が６ %であった．前回調査時にあった３か所の農

区分 調査対象 算出方法
自然系 流域面積 流域面積×原単位
生活系 公共下水道 処理施設排水量×実測放流水質(BOD)

合併浄化槽・単独浄化槽・くみとり 排出形態別原単位×処理人口
産業系 水質汚濁防止法特定事業場

　　日排出水50m3以上の事業場 使用水量×実測平均排出水質(BOD)

　　日排出水50m3未満の事業場
　　　　梅加工事業場（排水処理あり） 使用水量×実測平均排出水質(BOD)
　　　　梅加工事業場（排水処理なし） 使用水量×平均排出水質(BOD)
        梅加工以外の事業場 使用水量×実測排出水質(BOD)
梅農家（洗浄水）　年間日平均 実測平均水質(BOD)×0.5×軒数×35÷365

表１．発生負荷量算出方法

                      

水質環境グループ *1 現湯浅保健所 *2 現大気環境グループ  
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業集落排水処理施設は，公共下水道の整備により，

現在までに公共下水道に切り替えられている． 

処理形態別人口とその負荷量原単位から発生

負荷量を求めたところ，公共下水道が 1.7 kg/日，

合併浄化槽が 2.9 kg/日，単独浄化槽が 27 kg/日，

くみとりが 17 kg/日となり，生活系の総発生負荷

量は 49 kg/日であった．生活雑排水が未処理のま

ま排出されている単独浄化槽およびくみとりを利

用している人口割合は 13 %にも関わらず，生活系

発生負荷量に占める割合は 91 %であった（図１，

図２）． 

前回調査と発生負荷量を比較したところ，発生

負荷量は 110 kg/日から 49 kg/日に減少していた．

これは単独浄化槽およびくみとりが減少し，公共

下水道が増加していることから，負荷量の発生が

少ない処理形態へ移行が進んだことが要因と考え

られる（図３，図４）． 

 

 

 

 

(3) 産業系 

 流域には古川の汚濁負荷量に大きな影響を与え

ると考えられる梅農家が約 500 戸，事業場が 24

件あり，そのうち４事業場が排水量 50 m３/日以上

であるため，水質汚濁防止法の生活環境項目

（pH,BOD等)の排水規制を受けている． 

 産業系の発生負荷量を求めたところ，梅加工事

業場が 53 kg/日，梅農家が 27 kg/日，その他が

11 kg/日となり，産業系の総発生負荷量は 91 kg/

日であった．産業別では，梅産業（梅加工事業場

と梅農家）で発生負荷量の 87 %を占めた（図５）． 

図２．処理形態別生活系発生負荷量の内訳 

図１．生活排水の処理形態別の人口内訳 

図４．処理形態別生活系発生負荷量の比較 

図３．生活排水の処理形態別の人口比較 

※前回調査とは H21～23の調査 

図５．事業種別産業系発生負荷量の内訳 
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 前回調査と発生負荷量を比較したところ，発生

負荷量は 134 kg/日から 91 kg/日に減少しており，

特に梅加工事業場の発生負荷量の減少が大きい．

これは負荷量の発生が大きい排水を未処理のまま

排出していた事業場が公共下水道へ接続を行った

ことや廃業により事業場数が減少したことが要因

と考えられる（図６）． 

 

 

(4) 全体 

 今回調査では，生活系の発生負荷量が 49 ㎏/日，

産業系の発生負荷量が 91 kg/日となり，流域の総

発生負荷量は 148 kg/日であった．前回調査の総

発生負荷量 252 kg/日と比較すると 104 kg/日減少

していた（図７）．これは生活系と産業系の発生負

荷量が減少したことから，排水処理形態の移行等

により排水の水質が改善され，古川への発生負荷

量の流入が減少したと考えられる． 

２）汚濁負荷量調査 

 (1) 流量調査と水質調査 

 環境基準点（古川橋）における流量調査と水質

調査を実施した．  

a) 日時 

平成 31年４月から令和２年３月の毎月干潮時． 

b) 項目 

 pH，SS，BOD 

c) 方法 

流量：日本産業規格 K0094に定める方法 

 流速計 ㈱東邦電探 CM-１SX 

pH，BOD：日本産業規格 K0102に定める方法 

SS：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和

46年環境庁告示第 59号）に掲げる方法 

d) 結果 

１年間の調査結果は表２および図８に示す．流

量の年間の平均値は約 41000 m3/日であった． 

pHと SSの測定結果はすべて基準値内であった．

BODは最小 0.6 mg/Lから最大 14 mg/Lまで測定さ

れ、年間の環境基準を判断する 75 %値は 2.2 mg/L

であった． 

 

 

 

図６．事業種別産業系発生負荷量の比較 

図７．排出源別発生負荷量の内訳と総量の比較 

pH SS BOD

6.5～8.5 25 mg/L 3 mg/L

H31.4.19 6.9 5 2.2

R1.5.8 7.1 3 2.5

R1.6.4 6.7 3 2.2

R1.7.3 6.8 4 1.3

R1.8.2 6.8 5 1.8

R1.9.3 6.6 1 未満 1.5

R1.10.1 6.7 15 0.6

R1.11.12 6.9 12 0.7

R1.12.10 6.9 10 12

R2.1.14 7.0 3 1.8

R2.2.12 6.9 6 14

R2.3.12 7.1 8 2.5

基準値

項目

調
査
日

表２．水質調査結果
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(2) 汚濁負荷量 

 流量調査と水質調査の結果から古川で流れてい

る汚濁負荷量を求めたところ，汚濁負荷量の１年 

間の平均値は，119 kg/日であった． 

 前回調査と比較したところ，汚濁負荷量は 321 

kg/日から 119 kg/日に減少しており（図９），流

量が大きく変化していないことから，BOD が低下

し，古川の水質が改善していた．また，前回調査

および今回調査においても汚濁負荷量は月によっ

てばらつきがみられた． 

 

 

(3) BOD許容汚濁負荷量 

 環境基準を達成するための指標として BOD許容

汚濁負荷量と今回調査の汚濁負荷量を比較する． 

古川の年間の平均流量に BOD 環境基準値(３ 

mg/L)を乗じて求める BOD 許容汚濁負荷量は 123 

kg/日となり，今回調査の汚濁負荷量は 119 kg/日

であった．今回調査と前回調査を比較することは

流量が異なるため単純に比較できないが，前回調

査では BOD 許容汚濁負荷量が 116 ㎏/日，汚濁負

荷量が 321 ㎏/日であり，汚濁負荷量が BOD 許容

汚濁負荷量を 205 ㎏/日超過していた．今回調査

の結果は BOD許容汚濁負荷量を満たし，古川の年

間平均水質は環境基準値水準であった．ただし，

その差は４ kg/日(３ %)であった． 

 

３．まとめ 

 前回調査と比較して，古川へ流入する発生負荷

量と古川の汚濁負荷量はともに減少していた． 

発生負荷量の減少は，生活系および産業系の排

水処理形態の移行等により排水の水質が改善され

たことが要因と考えられ，これは前回調査結果を

元に行政部局等が行ってきた行政指導の成果が表

れてきているのではないかと推察される． 

 古川の汚濁負荷量は，流域の発生負荷量の減少

に伴い減少していくと考えられ，発生負荷量を削

減していくことで今後も改善していくことが見込

まれる． 

また，汚濁負荷量は BOD許容汚濁負荷量と比較

すると，BOD の環境基準達成水準だった．調査を

行った年の県の測定計画に基づく常時監視結果に

おいても環境基準を達成し，古川の水質が改善し

ていることが分かった． 

 ただし，汚濁負荷量が月によってばらついてい

ること，BOD許容汚濁負荷量との差が４ kg/日(約

３ %)とわずかであったことから，安定的な環境基

準達成に向けて，行政部局と結果を共有し,水質改

善に活用していく必要がある． 

 なお，この研究は，県環境管理課，田辺保健所，

みなべ町役場との共同研究である． 
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図８．古川の月別流量及び BOD 

図９．月別汚濁負荷量とその年間平均の比較 


